
平成２４年度 復興交付金事業等

文部科学省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(32,000) (32,000) (24,000)

0 0 0

＜32,000＞ ＜32,000＞ ＜24,000＞

(10,000) (10,000) (7,500)

0 0 0

＜10,000＞ ＜10,000＞ ＜7,500＞

(12,441) (12,441) (9,330)

0 0 0

＜12,441＞ ＜12,441＞ ＜9,330＞

(54,441) (54,441) (40,830) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜54,441＞ ＜54,441＞ ＜40,830＞ ＜0＞ ＜0＞

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

       

  

      

      

    

  

      

   

  

1/2

        

  埋蔵文化財発掘調査事業  名取市全域  県  県  直接

   

   

 直接 1/2

29   A  -   4  -   1  

   復興関連埋蔵文化財発掘調査事業
 閖上・下増田

地区ほか
 市  市2   A  -   4  -   1

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年５月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

1   A  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

 市  直接 1/2  1   
 下増田小学校校舎増築事業（公立学校施設整備
費国庫負担事業）

 下増田地区
下増田小学校

 市



平成２４年度 復興交付金事業等

農林水産省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(30,000) (30,000) (22,500)

0 0 0

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜22,500＞

(100,000) (100,000) (75,000)
新規

0 0 0

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜75,000＞

(11,000) (11,000) (11,000)

0 0 0

＜11,000＞ ＜11,000＞ ＜11,000＞

(130,000) (130,000) (97,500)

0 0 0

＜130,000＞ ＜130,000＞ ＜97,500＞

(7,234) (7,234) (5,787)

0 0 0

＜7,234＞ ＜7,234＞ ＜5,787＞

(1,000) (1,000) (1,000)

0 0 0

＜1,000＞ ＜1,000＞ ＜1,000＞

(7,000) (7,000) (5,250)

0 0 0

＜7,000＞ ＜7,000＞ ＜5,250＞

(0) (0) (0)

20,800 20,800 16,640

＜20,800＞ ＜20,800＞ ＜16,640＞

(286,234) (286,234) (218,037) (0) (0)

20,800 20,800 16,640 0 0

＜307,034＞ ＜307,034＞ ＜234,677＞ ＜0＞ ＜0＞

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

 C  -   1  -

 農地整備推進支援事業  名取地区  県  県  直接 4/5

1/2

42  ◆  C  -   1  -   2  -   2

 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（農地整備事業）

 岩沼地区  県  県  直接34  

32  ◆  C  -   1

 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（復興整備実施計画）

 岩沼地区  県

 県  県  直接30   C

  4  

 

 県  直接

33   C  -   1  -   3

  2  -   1  被災農地における早期復興技術の開発事業
 農業・園芸総

合研究所
 県

31   C  -   1  -   2   
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（農地整備事業）

 名取地区  県  県

 -

 直接 1

 直接 1/2

4/5

 県

 -   1  -   1  

 

 市  直接 1/2  閖上漁港水産業共同利用施設復興整備事業  閖上地区  市

 間接 1/2  被災地域農業復興総合支援事業
 閖上・下増田

地区
 県  市

1 
 農山漁村地域復興基盤総合整備事業
（復興整備実施計画）

 名取地区

28   C  -   4  -   1

  1  3   C  -   7  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年５月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



平成２４年度 復興交付金事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(21,000) (21,000) (16,275)
新規

0 0 0

＜21,000＞ ＜21,000＞ ＜16,275＞

(50,000) (50,000) (38,750)
新規

0 0 0

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜38,750＞

(869,000) (869,000) (760,375)

0 0 0

＜869,000＞ ＜869,000＞ ＜760,375＞

(40,000) (40,000) (32,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜32,000＞

(1,318) (1,318) (878)

0 0 0

＜1,318＞ ＜1,318＞ ＜878＞

(375,600) (375,600) (262,920)

0 0 0

＜375,600＞ ＜375,600＞ ＜262,920＞

(524,000) (524,000) (393,000)

0 0 0

＜524,000＞ ＜524,000＞ ＜393,000＞

(40,000) (40,000) (32,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜32,000＞

(20,000) (20,000) (16,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜16,000＞

(400,000) (400,000) (300,000)

0 0 0

＜400,000＞ ＜400,000＞ ＜300,000＞

 

 市  直接 4/5  2  市民活動支援センター復旧（施設整備）事業  増田西地区  市

 直接 1/2  (都市再生区画整理事業)緊急防災空地整備事業  閖上地区  市  市  2

  1  -12  ◆  D  -  17  -

 D  -  17  -

13   D  -  17  -

 十三塚公園市民庭球場人工芝張替、夜間照明設
置事業

 箱塚地区  市  市  直接 4/5

1/2

11  ◆  D  -  17  -   1  -   1

 
 (都市再生区画整理事業)被災市街地復興土地区
画整理事業

 閖上地区  市  市  直接10  

8   D  -  12

  名取駅前復興市街地再開発事業  増田地区  市

 市  市  直接6   D

  1  

 

 市  直接

9   D  -  16  -   1

  1   
 地区公民館耐震化事業（住宅・建築物安全ストッ
ク形成事業）

 下増田地区
 市

7  ◆  D  -   4  -   1  -   1  災害公営住宅駐車場整備事業  閖上地区  市  市

 -

 直接 2/5

 直接 4/5

1/2

 市

 -   4  -   1  

 

 市  直接 5/9 
 中貞山運河線道路事業（市街地相互の接続道
路）

 閖上地区  市

 直接 5/9 
 牛野一本杉線道路事業（市街地相互の接続道
路）

 閖上地区
（牛野一本杉

線）
 市  市

3/4 
 災害公営住宅整備事業（災害公営住宅整備事
業，災害公営住宅用地取得造成費等補助事業等）

 閖上地区 下
増田地区

5   D  -   1  -   2

  1  4   D  -   1  -

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年５月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(767,500) (767,500) (575,625)

0 0 0

＜767,500＞ ＜767,500＞ ＜575,625＞

(20,000) (20,000) (15,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜15,000＞

(12,500) (12,500) (10,000)

2,100 2,100 1,680

＜14,600＞ ＜14,600＞ ＜11,680＞

(25,000) (25,000) (20,000)

0 0 0

＜25,000＞ ＜25,000＞ ＜20,000＞

(40,000) (40,000) (30,000)

0 0 0

＜40,000＞ ＜40,000＞ ＜30,000＞

(28,800) (28,800) (21,600)

0 0 0

＜28,800＞ ＜28,800＞ ＜21,600＞

(20,000) (20,000) (15,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜15,000＞

(20,000) (20,000) (15,000)

0 0 0

＜20,000＞ ＜20,000＞ ＜15,000＞

(200,000) (200,000) (150,000)

0 0 0

＜200,000＞ ＜200,000＞ ＜150,000＞

(800,000) (800,000) (533,333)

0 0 0

＜800,000＞ ＜800,000＞ ＜533,333＞

(400,000) (400,000) (266,666)

0 0 0

＜400,000＞ ＜400,000＞ ＜266,666＞

(29,360) (29,360) (22,020)

0 0 0

＜29,360＞ ＜29,360＞ ＜22,020＞

24   D  -  22

  下増田地区防災集団移転促進事業  下増田地区  市

 市  市  直接22   D

 

 市  直接

25   D  -  23  -   1

  2   
 防災公園整備事業（貞山運河東側）（都市再生区
画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事
業））

 閖上地区  市

23   D  -  22  -   1   
 防災公園整備事業（貞山運河西側）（都市再生区
画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事
業））

 閖上地区  市  市

 -

 直接 1/2

 直接 1/3

1/3

 市

 -  21  -   1  

 

 市  直接 1/2  防災まちづくり拠点施設整備計画策定
 閖上・下増田

地区
 市

 直接 1/2 
 沿岸地域活性化振興ビジョン策定及び活性化施
設整備事業

 沿岸地域  市  市

1/2  防災集団移転事業地区下水道事業
 防災集団移転

事業地域

  5

  4  20   D  -  20  -

 D  -  20  -

21   D  -  20  -

 都市防災総合推進事業（被災地における復興ま
ちづくり総合支援事業）

 増田地区  市  市  直接 1/2

1/2

19   D  -  20  -   3   

  都市防災総合推進事業
 閖上・下増地
区（一部増田
地区含む）

 市  市  直接18  

16  ◆  D  -  20

  2  コミュニティFM事業  増田地区  市

 市  市  直接14   D

  2  

 -

 市  直接

17  ◆  D  -  20  -   1

  1  -   1  東日本大震災記録・保存事業  市内全域  市

15   D  -  20  -   1   
 津波ハザードマップ等整備事業（都市防災総合推
進事業）

 名取市全域  市  市

 -

 直接 4/5

 直接 1/2

4/5

 市

 -  17  -   3  1/2  都市再生事業計画案作成事業  閖上地区



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(2,648,500) (2,648,500) (2,317,437)

0 0 0

＜2,648,500＞ ＜2,648,500＞ ＜2,317,437＞

(0) (0) (0)

36,000 36,000 27,900

＜36,000＞ ＜36,000＞ ＜27,900＞

(0) (0) (0)

19,500 19,500 15,112

＜19,500＞ ＜19,500＞ ＜15,112＞

(0) (0) (0)

100,000 100,000 77,500

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜77,500＞

(0) (0) (0)

100,000 100,000 77,500

＜100,000＞ ＜100,000＞ ＜77,500＞

(0) (0) (0)

90,000 90,000 69,750

＜90,000＞ ＜90,000＞ ＜69,750＞

(0) (0) (0)

124,000 124,000 96,100

＜124,000＞ ＜124,000＞ ＜96,100＞

(0) (0) (0)

4,200 4,200 3,360

＜4,200＞ ＜4,200＞ ＜3,360＞

(0) (0) (0)

50,000 50,000 38,750

＜50,000＞ ＜50,000＞ ＜38,750＞

(0) (0) (0)

30,000 30,000 23,250

＜30,000＞ ＜30,000＞ ＜23,250＞

 D  -   1  -

 道路事業（市街地相互の接続道路）  名取駅閖上線  県  県  直接 5/9

5/9

44   D  -   1  -   2   

  道路事業（市街地相互の接続道路）
 （主）塩釜亘理

線（閖上）
 県  県  直接43  

40   D  -   1

  3  閖上共同体再生・地域資源再発見等事業  閖上地区  市

 市  市  直接38   D

  1  

 -

 市  直接

41  ◆  D  -  17  -   1

  8   
 （仮称）閖上港北線等整備事業
（市街地相互の接続道路）

 閖上地区  市

39   D  -   1  -   7   
 （仮称）閖上南北線整備事業
（市街地相互の接続道路）

 閖上地区  市  市

 -

 直接 4/5

 直接 5/9

5/9

 市

 -   1  -   6  

 

 市  直接 5/9  増田川線道路事業（市街地相互の接続道路)  閖上地区  市

 直接 5/9 
 （仮称）閖上小塚原線整備事業（市街地相互の接
続道路）

 閖上地区  市  市

5/9 
 小塚原中央線整備事業（市街地相互の接続道
路）

 閖上地区（小
塚原中央線）

  5

  4  36   D  -   1  -

 D  -  23  -

37   D  -   1  -

 川内沢川線道路事業（市街地相互の接続道路）  下増田地区  市  市  直接 5/9

3/4

35   D  -   1  -   3   

  下増田地区防災集団移転促進事業  下増田地区  市  市  直接26    2  



交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

(0) (0) (0)

995,592 995,592 796,473

＜995,592＞ ＜995,592＞ ＜796,473＞

(7,352,578) (7,352,578) (5,843,879) (0) (0)

1,551,392 1,551,392 1,227,375 0 0

＜8,903,970＞ ＜8,903,970＞ ＜7,071,254＞ ＜0＞ ＜0＞

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

 市  直接 4/5  1  市街地復興効果促進事業  名取市  市  1  -45  ★  F  -   2  -



平成２４年度 復興交付金事業等

環境省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、特
定市町村又は特定都道県
以外の者が負担する額を

減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(5,400) (5,400) (4,050)

0 0 0

＜5,400＞ ＜5,400＞ ＜4,050＞

(5,400) (5,400) (4,050) (0) (0)

0 0 0 0 0

＜5,400＞ ＜5,400＞ ＜4,050＞ ＜0＞ ＜0＞

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

（注６）上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。

合計額

          

 

      

      

   

 

       

    

     

             

         

 

 市  直接 1/2

      

  1    低炭素社会対応型浄化槽集中導入事業
 閖上・下増田

地区
 市27   E  -   1  -

 

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４） 年度間調整額（注５）
（該当する場合のみ記載）

備　考

     

（様式１－４）

名取市 復興交付金事業計画

省庁名： 平成２４年５月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体


